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流山市における小中学校給食費完全無償化に向けた千葉県および

国への財政負担を求める意見書について  

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第２項の規

定により提出します。  
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流山市における小中学校給食費完全無償化に向けた千葉県および国へ

の財政負担を求める意見書  

 

現在、物価高騰が市民生活を直撃するなか、全国的に子育て世帯への

支援策として小中学校における給食費無償化の動きが急速に広がってい

る。千葉県においても、県内多くの自治体において物価高騰分の上乗せ

負担を公費で対応し、実質的な無償化措置が進められている。しかしな

がら、本市においては、急激な人口増加および児童・生徒数の著しい増

加に伴い、小学校給食費の物価高騰分、また中学校給食費の無償化を全

額市単独の財政で負担し続けることが極めて困難な状況にある。他自治

体で公費負担が進む一方で、県内唯一本市のみ小学校給食費においては

年度末に保護者へ追加の費用負担が求められるなど、県内自治体間での

支援の格差および流山市民の負担感が生じている。  

千葉県は全国でも上位（４～５位）の財政力指数を誇る都道府県であ

り、子育て支援および教育環境の整備は県および国の重要施策でもあ

る。本来は歓迎すべき人口増加が自治体単独の財政圧迫を招き、結果と

して支援の地域格差となって住民に不利益をもたらす現状は、極めて不

合理であり、速やかな改善が求められる。地域による子どもたちへの支

援格差を解消し、子育て世代の負担軽減を確かなものとするためには、

本市独自の努力にとどまらず、千葉県および国による広域的かつ確実な

財政支援が不可欠である。  

よって、下記事項について対応を求める。  

１  物価高騰分を含む学校給食費の完全無償化を実現するための財政

支援措置（交付金の拡充や補助制度の創設等）を行うこと。  

２  急激な人口増加により児童・生徒数が増加している自治体特有の

財政需要に配慮した、柔軟かつ重点的な支援策を講じること。  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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